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キャリアコンサルタントが押さえておきたい
2018年～2019年4月の法改正等
• 2018年1月 副業兼業の促進に関するガイドライン
• 2018年6月 働き方改革関連法案可決
• 2018年9月 労働時間の延⾧及び休日労働についての指針
• 2018年12月 同一労働同一賃金ガイドライン
• 2019年4月 外国人雇用「特定技能」制度



その他キャリアコンサルタントの役割論点

• 引きこもり支援
• キャリア教育
• メンタルヘルス
• 職業訓練、職業能力評価、ジョブ・カード
• その他



副業兼業の促進に関するガイドライン１

１副業・兼業の現状

（１）副業・兼業を希望する者は年々増加傾向にある。副業・兼業を行う理由は、自分がやりたい仕事であること、スキ
ルアップ、資格の活用、十分な収入の確保等さまざまであり、また、副業・兼業の形態も、正社員、パート・アルバイト、
会社役員、起業による自営業主等さまざまである。

（２）多くの企業では、副業・兼業を認めていない。企業が副業・兼業を認めるにあたっての課題・懸念としては、自社
での業務がおろそかになること、情報漏洩のリスクがあること、競業・利益相反になること等が挙げられる。また、副
業・兼業に係る就業時間や健康管理の取扱いのルールが分かりにくいとの意見がある。

（３）副業・兼業自体への法的な規制はないが、厚生労働省が平成29年12月時点で示しているモデル就業規則では、労
働者の遵守事項に、「許可なく他の会社等の業務に従事しないこと」という規定がある。

（４）裁判例では、労働者が労働時間以外の時間をどのように利用するかは、基本的には労働者の自由であり、各企業に
おいてそれを制限することが許されるのは、労務提供上の支障となる場合、企業秘密が漏洩する場合、企業の名誉・信用
を損なう行為や信頼関係を破壊する行為がある場合、競業により企業の利益を害する場合と考えられる。



副業兼業の促進に関するガイドライン２

【労働者】メリット

①離職せずとも別の仕事に就くことが可能となり、スキルや経験を得
ることで、労働者が主体的にキャリアを形成することができる。

②本業の所得を活かして、自分がやりたいことに挑戦でき、自己実現
を追求することができる。

③所得が増加する。

④本業を続けつつ、よりリスクの小さい形で将来の起業・転職に向け
た準備・試行ができる。



副業兼業の促進に関するガイドライン３

【企業】メリット
①労働者が社内では得られない知識・スキルを獲得することがで
きる。
②労働者の自律性・自主性を促すことができる。
③優秀な人材の獲得・流出の防止ができ、競争力が向上する。
④労働者が社外から新たな知識・情報や人脈を入れることで、事
業機会の拡大につながる。









労働時間の延⾧及び休日労働についての指針

３６協定の締結に当たって留意していただくべき事項
①時間外労働・休日労働は必要最小限にとどめてください。
②使用者は、３６協定の範囲内であっても労働者に対する安全配慮義務を
負います。また、労働時間が⾧くなるほど過労死との関連性が強まること
に留意する必要があります。（指針第３条）
③時間外労働・休日労働を行う業務の区分を細分化し、業務の範囲を明確
にしてください。
④臨時的な特別の事情がなければ、限度時間（月45時間・年360時間）を超
えることはできません。限度時間を超えて労働させる必要がある場合は、
できる限り具体的に定めなければなりません。この場合にも時間外労働
は、限度時間にできる限り近づけるように努めてください。



同一労働同一賃金ガイドライン１

①正社員と非正規雇用労働者との間の不合理な待遇差を解消するに当
たり、基本的に、労使の合意なく正社員の待遇を引き下げることは望
ましい対応とはいえない。

②雇用管理区分が複数ある場合（例：総合職、地域限定正社員など）
であっても、すべての雇用管理区分に属する正社員との間で不合理な
待遇差の解消が求められる。

③正社員と非正規雇用労働者との間で職務の内容等を分離した場合で
あっても、正社員との間の不合理な待遇差の解消が求められる。



同一労働同一賃金ガイドライン２

①食堂、休憩室、更衣室といった福利厚生施設の利用、転勤の有無等の要件が同一の場合
の転勤者用社宅、慶弔休暇、健康診断に伴う勤務免除・有給保障については、同一の利
用・付与を行わなければならない。

②病気休職については、無期雇用の短時間労働者には正社員と同一の、有期雇用労働者に
も労働契約が終了するまでの期間を踏まえて同一の付与を行わなければならない。

③法定外の有給休暇その他の休暇であって、勤続期間に応じて認めているものについては、
同一の勤続期間であれば同一の付与を行わなければならない。特に有期労働契約を更新し
ている場合には、当初の契約期間から通算して勤続期間を評価することを要する。

④教育訓練であって、現在の職務に必要な技能・知識を習得するために実施するものにつ
いては、同一の職務内容であれば同一の、違いがあれば違いに応じた実施を行わなければ
ならない。



同一労働同一賃金３

同一労働同一賃金特集ページ
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000144972.html

事業主への支援

• 非正規雇用の処遇改善にむけて、パートタイム・有期雇用労働法の施行に向けて、
事業主の取り組みを解説した動画の配信

• 自社の状況が改正法の内容に沿ったものか点検をすることができる「パートタイ
ム・有期雇用労働法対応のための取組手順書」

• パートタイム労働者と正社員との基本給に関する均等・均衡待遇の現状を確認し、
等級制度・賃金制度を見直す際の一助となる職務分析・職務評価の導入支援

• 非正規雇用の待遇改善に取り組む事業主に対する 「働き方改革推進支援セン
ター」 による無料の相談支援（電話相談、事業所訪問）

• 非正規雇用労働者の正社員化や処遇改善の取組を実施した事業主に対して助成す
る 「キャリアアップ助成金」 の支給



外国人雇用

１．外国人労働者の雇用労務責任者の選任

外国人労働者を常時10人以上雇用するときは、この指針に定め
る雇用管理の改善等に関する事項等を管理させるため、人事課⾧
等を雇用労務責任者として選任すること。

２．最低賃金

外国人を雇用するときは日本の最低賃金以上を支払う。

３．人数

平成30年10月時点で146万人



外国人雇用人数順位

(1)身分に基づき在留する者 約49.6万人

（「定住者」（主に日系人）、「永住者」、「日本人の配偶者等」等）

これらの在留資格は在留中の活動に制限がないため、様々な分野で報酬を受
ける活動が可能。

(2)資格外活動（留学生のアルバイト等） 約34.4万人

本来の在留資格の活動を阻害しない範囲内（1週28時間以内等）で、相当と認
められる場合に報酬を受ける活動が許可。

(3)技能実習 約30.8万人

(4)就労目的で在留が認められる者 約27.7万人

(5)特定活動 約3.6万人

（ＥＰＡに基づく外国人看護師・介護福祉士候補者、ワーキングホリデー、
外国人建設就労者、外国人造船就労者等）



キャリアコンサルタント制度から見た論点
• メンタルヘルス不全
①事業場における労働者の健康保持増進のための指針
②ストレスチェック
③睡眠➡健康づくりのための睡眠指針2014
④うつ
キャリアコンサルタントの役割
• 職業能力評価
• 職業訓練（ハロー・トレーニング）
• ジョブ・カード

毎回大事



②睡眠➡健康づくりのための睡眠指針2014

就寝直前の激しい運動や夜食の摂取は、入眠を妨げるため注意。

就寝前の飲酒や喫煙はかえって睡眠の質を悪化させるため、控える。

睡眠薬代わりに寝酒を飲む習慣を持っている人が男性で多い。

アルコールは、睡眠薬代わりに少し飲んでいる場合でも、慣れが生じて量が増えていきやすい。

アルコールは、入眠を一時的には促進するが、中途覚醒が増えて睡眠が浅くなり、熟睡感が得られ
なくなる。

ニコチンには覚醒作用があるため、就寝前の喫煙は入眠を妨げ、睡眠を浅くする。

寝酒や喫煙は、生活習慣病の発症・重症化の危険因子になるとともに、直接、睡眠の質を下げるだ
けでなく、睡眠時無呼吸のリスクを増加させるなど、二次的に睡眠を妨げる可能性も指摘。

就寝前3~4時間以内のカフェイン摂取は、入眠を妨げたり、睡眠を浅くする可能性があり、この作
用は3時間程度持続。

カフェインには利尿作用もあり、夜中に尿意で目が覚める原因。



②睡眠➡健康づくりのための睡眠指針2014

１．うつ病になると9割近くの人が何らかの不眠症状を
伴い、中でも睡眠による休養感の欠如は、最も特徴的
な症状

２．不眠の症状がある人は、うつ病にかかりやすい。

３．睡眠時間が不足していたり、睡眠による休養感が
得られなくなると、日中の注意力や集中力の低下、頭
痛やその他のからだの痛みや消化器系の不調などが現
れ、意欲が低下する。



②睡眠➡健康づくりのための睡眠指針2014

１．睡眠時間が不足している人や不眠がある人は、生活習慣病にな
る危険性が高い。
２．睡眠不足や不眠を解決することで、生活習慣病の発症を予防で
きる。
３．睡眠時無呼吸症候群は、治療しないでおくと高血圧、糖尿病、
ひいては不整脈、脳卒中、虚血性心疾患、歯周疾患などの危険性を
高める。
４．睡眠時無呼吸症候群は、過体重や肥満によって、睡眠時に気道
が詰まりやすくなると、発症したり、重症化する。
５．睡眠時無呼吸症候群の予防のためには、肥満にならないことが
大切。



②睡眠➡健康づくりのための睡眠指針2014

良い睡眠の環境づくり。

１．寝室や寝床の中の温度や湿度は、体温調節の仕組みを通して、寝つきや睡眠の深
さに影響する。

２．環境温が低過ぎると手足の血管が収縮して、皮膚から熱を逃がさず体温を保とう
とし、また温度や湿度が高いと発汗による体温調節がうまくいかずに、皮膚から熱が
逃げていかず、身体内部の温度が効率的に下がっていかないために、寝つきが悪くな
る。

３．就寝前の寝室の照明が明るすぎたり、特にこれが白っぽい色味であったりすると、
睡眠の質が低下。

４．就寝時には、必ずしも真っ暗にする必要はなく、自分が不安を感じない程度の暗
さにすることが大切。

５．気になる音はできる範囲で遮断する方がよい。



キャリア教育論点
義務教育学校は、学校教育法の改正により2016年に新設された学校教育制度で
小中一貫校の一種（一条校）。

義務教育学校は、「学校教育制度の多様化及び弾力化を推進するため、現行の
小・中学校に加え、小学校から中学校までの義務教育を一貫して行う」、初等
教育と、中等教育の一部の合計9年間の課程を一体化させた学校。

設置は、国公私立いずれも設置が可能となっている。なお市区町村は、学校教
育法に基づく公立小学校・公立中学校の設置義務があるが、義務教育学校を設
置することでも設置義務の履行となる。

参考：この法律で、学校とは、幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等
学校、中等教育学校、特別支援学校、大学及び高等専門学校とする。



キャリア教育論点
高等学校学習指導要領改訂
職業教育の充実
１．就業体験等を通じた望ましい勤労観、職業観の育成（総則）、
職業人に求められる倫理観に関する指導（職業教育に関する各専門
教科）
２．地域や社会の発展を担う職業人を育成するため、社会や産業の
変化の状況等を踏まえ、持続可能な社会の構築、情報化の一層の進
展、グローバル化などへの対応の視点から各教科の教育内容を改善
３．産業界で求められる人材を育成するため、「船舶工学」（工
業）、「観光ビジネス」（商業）、「総合調理実習」（専門家庭）、
「情報セキュリティ」（専門情報）、「メディアとサービス」（専
門情報）を新設



• 引きこもりに関する評価・支援ガイドライン
• https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12000000-Shakaiengokyoku-

Shakai/0000147789.pdf







能力開発基本調査（H30)
• 労働者の自己啓発に対する支援の実施状況

• 正社員または正社員以外に対して自己啓発に対する支援を行っている事業所は83.0%であり、その
内訳をみると、正社員と正社員以外の両方に対して導入している事業所は50.0%、正社員のみに対
して導入している事業所は32.4%、正社員以外に対してのみ導入している事業所は0.6%である。

• 正社員を雇用する事業所のうち、正社員の自己啓発に対する支援を行っている事所の割合は82.5%
と、前回（79.5%）と比べて上昇しているが、３年移動平均を見ると、８割程度で推移しており、
ここ３年では大きな変動はうかがえない。

• 正社員以外を雇用する事業所のうち、正社員以外に対して支援を行っている事業所は55.4%（前回
58.2%）と、正社員に対する割合に比べ低い。３年移動平均で見ると、正社員と同様にここ３年で
は大きな変動はうかがえない。

• 支援内容としては、

「受講料などの金銭的援助」（正社員79.0%、正社員以外60.7%）が最も多く、「教育訓練休暇（有
給、無給の両方を含む。）の付与」（正社員18.2%、正社員以外15.7%）は少ない。



能力開発基本調査（H30)

• 「企業主体」か「労働者個人主体」か

• 正社員に対する能力開発の責任主体については、「企業主体で決定」
（ 25.1%）又 はそれに近い（52.3%）とする企業は77.4%と多くを占め
る。

• 「労働者個人主体 で決定」（4.2%）又はそれに近い（17.1%）とする企
業は21.3%である。 

• 正社員以外に対する能力開発の責任主体については、「企業主体で決定」
する （26.1%）又はそれに近い（39.9%）とする企業は66.0%であり、正
社員に比べると10 ポイント以上低い。

• 一方、「労働者個人主体で決定」(10.4%)又はそれに近い（20.8%） とす
る企業は31.2%である。



第21回２級技能検定学科試験の気になる出題

問２
問13
問16
問18～20
問42



その他

・リハビリテーション・カウンセリング
・家族療法
・アブセンティーイズム

病気・体調不良による欠勤（⾧期療養）している状態。
・プレゼンティーイズム

病気や体調不良により休養を取ったほうが良いのに無理をして出
勤している状態。
＝仕事遂行能力が低下した状態。



職業紹介事業者の皆様へ＜職業安定法の改正＞
施行日：２０１８（平成３０）年１月１日


